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１ 児童・生徒の総数と人口推計 

足立区の総人口は近年増加傾向にあり、平成28年4月には68万人を超えました。しかし、児童

生徒数は減少傾向をたどっています。平成27年9月実施の人口推計(高位)では、総人口は平成36

年頃にピークを迎えるとされていますが、年少人口(0歳～14歳)は今後も減少傾向にあると予測さ

れています。 

 

 
 

 
（平成27年9月実施人口推計(高位)より作成。なお、平成28年は4月1日現在の実居住者人口です） 
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２ 適正規模・適正配置に向けたこれまでの取り組み 

足立区教育委員会では、平成21年度に前ガイドラインを策定し、今後の適正規模・適正配置事業

の新たな指針を定めました。その後の取り組みにより、平成28年度現在、小学校は69校、中学校

36校の合計105校となっています。 

◆平成21年度以降の主な適正規模・適正配置事業の取り組み 

年度 区分 統合等を実施した小・中学校 

平成24 統合 本木小学校の開校（本木小学校と本木東小学校を統合） 

 
学区域

変更 

栗原小学校と亀田小学校の学区域を変更 

第七中学校と第十中学校の学区域を変更 

平成25 統合 足立小学校の開校（千寿第五小学校と五反野小学校を統合） 

平成27 統合 鹿浜五色桜小学校の開校（上沼田小学校と鹿浜小学校を統合） 

平成28 統合 鹿浜菜の花中学校の開校（鹿浜中学校と第八中学校を統合） 

平成29 統合 江北桜中学校の開校（上沼田中学校と江北中学校を統合） 

予定 統合 新校開校予定（高野小学校と江北小学校を統合） 

 

３ 適正規模・適正配置の基準の見直し 

[適正規模の新基準] 

 小学校 中学校 

適正規模 
12～24学級 

(標準児童数340～760人) 

12～24学級 

(標準生徒数370～840人) 

適正な学級数「12学級から24学級」 

小学校では、最低限クラス替えができる各学年2学級以上が必要であるため「1学年2～4学級

の12～24学級」を適正規模とします。中学校では、同じ地域の小学校2校程度から1つの中学

校に進学することを想定して「1学年4～8学級の12～24学級」を適正規模とします。 

適正な人数「小学校340～760人・中学校370～840人」 

現在、足立区の1学級あたりの人数には東京都が定める基準を採用しています。1学級あたりの

人数は、小学1・2年生と中学1年生が35人編成で、それ以外の学年は40人編成です。この点

を踏まえ、1学級あたりの平均人数と適正な学級数、児童・生徒数を現状に合わせて変更します。 

適正規模以外の考え方 

学校の適正規模は一つの学校だけの問題ではなく、地域全体の問題として考える必要があります。

また、6学級以下の学校であっても、その地域全体で子どもが増える可能性があれば、直ちに統合

の検討に入るのではなく、その後の推移を見守っていくなど、柔軟な対応が必要です。今後は過小・

過大という表現を改め、適正規模に満たない学校はすべて小規模校とし、超える学校はすべて大規

模校とします。 
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[適正配置の新基準] 

 小学校 中学校 

通学時間 おおむね30分以内 

通学距離 おおむね1,200ｍ以内が望ましい おおむね1,800ｍ以内が望ましい 

通学区域 

小学校と中学校の通学区域は、交友関係や地域との結びつきなどを考慮

し、できるだけ整合性を持たせ、1中学校あたり 2～3の小学校が望まし

い。 

通学区域

の境界 

地域との十分な協力関係のもと、その地域の特性をいかした学校づくり

を進めていくため、原則として13ブロック、町丁目の区域、町会・自治会

の区域をできる限り分断しない配慮が必要である。また通学区域と青少年

対策地区委員会の区域についてはできる限り整合性を図る必要がある。 

通学路 
特に小学校の場合の安全性を重要視し、主要道路（国道4号線ほか）、鉄

道および河川により通学路が原則として分断しないことが望ましい。 

適正な通学時間の目安「おおむね30分以内」 

これまでは、通学距離、通学区域、通学路について基準を定めてきました。今回の見直しでは、

より具体的な基準とするため、一般的に子どもが通学にかけられる時間を、目安として新たに定め

ます。 

そこで、内閣府による子どもの起床時間の調査や、東京都内の学校の通学時間の調査、足立区の

学校の登校時間などを勘案し、通学で使える時間は 30分から 40分という結果が得られました。

このことから、通学時間は「おおむね30分以内」を一つの目安とします。 

適正な通学距離の目安「小学校は、おおむね 1,200ｍ以内・中学校は、おおむね

1,800ｍ以内」 

新たに設けた、通学時間「おおむね30分以内」という基準から、30分で子どもが歩ける距離

を求め、新たな距離の基準とします。 

子どもの歩く速さに関するデータを基にして、その中でも比較的遅く歩いた場合の速度である、

小学生は分速40ｍ、中学生は分速60ｍを採用します。 

その結果、小学生は「分速40ｍで30分歩くとおおむね1,200ｍ進む」、中学生は「分速 

60ｍで30分歩くとおおむね1,800ｍ進む」ことができます。 

実際の通学路は、学校ごとに道路条件や地形によって状況が異なります。そのため、通学距離の

基準は、自宅から学校までの直線距離で測って設定しています。この基準は、今後も通学路が著し

く長距離にならないための一つの目安として活用していきます。 
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４ 通学路の安全対策 

学校の統合が行われると、通学する校舎の変更のため、在学中に通学路が数回変わります。通

学路の変更に伴う子どもたちの不安を出来る限り取り除き、また、保護者の心配を軽減できるよ

う、これまでの取り組みに新たな対策を追加します。 

これまでの安全対策 

① 通学路合同点検の実施 

実施概要 交差点改良（ガードパイプや歩道、外側線の調整）、歩行者用信号の横断可能時間

の延長、横断歩道の新設や移転、路面表示・グリーンベルトの施工、スクールゾー

ン規制の新設など。 

② ＰＴＡ及び開かれた学校づくり協議会、町会・自治会など地域の方による見守りや、通学路安

全マップの作成 

③ 交通安全教室の実施・青パトによる巡回 

④ 学童擁護員による通学指導 

⑤ 防犯カメラの設置 

ア．設置場所  通学路のうち、犯罪抑止に効果的な場所（公園付近など） 

イ．設置台数  各校５台、平成30年度までに全校に設置 

新たな安全対策 

① ＊学童擁護員を増員し、支援を行います。 

ア．配置場所  統合等により新たに設けた通学路のうち、通学路合同点検などで危険と判断

した場所に配置します。 

イ．配置時間  登校時1時間、下校時3時間を上限に必要な時間配置します。 

ウ．配置箇所数 1校につき原則3か所以内とします。 

② ＊スクールガードボランティアの募集を行います。 

ＰＴＡ及び開かれた学校づくり協議会、町会・自治会など地域の方が実施している見守りに

ついて、スクールガードボランティアとして登録し、物品の貸与やボランティア保険の適用な

ど活動の支援を行います。 

③ ＊小学校登下校システムの設置（メール配信サービス） 

児童の登下校を、保護者に電子メールでお知らせするサービスを、モデル校に導入します。

モデル校での検証を経て、今後の統合校に導入していきます。 

④ ＊防犯カメラを増設します。 

統合に伴い距離が延びる通学路に、通常 5台（東京都補助台数）に上乗せして防犯カメラを

設置します。 

⑤ ＊交通安全グッズ（反射板等）を配付し、遠くからでも児童を確認できる状況を整えます。 

⑥ 下校時安全放送の回数を増やし、地域全体で見守る意識を高めます。 

⑦ 登校班の編成を促していきます。 

＊印の取り組みについては、統合校で実施します。 
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５ 施設更新に関する方針 

学校施設の耐用年数「65年から82年程度」 

これまで学校施設の耐用年数は５０年としてきましたが、建築年次によってコンクリート強度が

異なるため、建物のコンクリート耐久設計基準強度から判定される供用限界期間を改築の目安の新

基準とします。この年数は、構造体及び部材の要求性能を示し、設計・施工の目標を明確にした

「構造体の総合的耐久性（日本建築学会）」に基づくものです。 

また、供用限界期間は、その年数までに建物保全を行わなかった場合と定義しており、期間内に

適切に保全工事を実施することにより、さらに寿命を延ばすことができるとされています。 

・昭和40年代半ばまでに建設した学校は65年程度とします。 

・平成10年代半ばまでに建設した学校は82年程度とします。 

・新耐震構造基準（昭和56年）に適合した建物及び近年の躯体強度の高い建物については、

コンクリート強度に応じた供用限界期間を参考にします。 

施設更新の実施基準 

① 原則として建築年次の古い順とします。 

② 新耐震構造基準（昭和56年）に適合した小・中学校は、建物強度に応じて長期使用します。

また、統合が伴った場合も、長期使用可能な建物強度を有するため、原則使用します。さら

に、耐用年数に達していない小・中学校についても同様とします。 

③ 原則「ＲＣ造（鉄筋コンクリート造）」としますが、周辺や立地、敷地の状況等により「Ｓ造

（鉄骨造）」及び「ＳＲＣ造（鉄骨鉄筋コンクリート造）」を適宜取り入れます。 

＊統合の実施、周辺の公共施設整備や施工時期、社会情勢等に伴い、実施年次の調整や停止を行

う場合があります。 

保全工事の実施基準 

① 改築目標年次まで、10年を超える期間を有する学校を対象とします。 

② 施設の長寿命化を目的とする関連工事を中心に実施します。 

③ 工事内容は、各学校の施設状況に応じて判断します。 

④ 環境の向上を図るため、耐用年数満了となる空調設備の入れ替え及びトイレ改修を進め、新校

との平準化に早急に取り組んでいきます。 

特別支援教室の設置 

平成28年度から特別支援教室を順次導入し、平成30年度までに全ての小学校に設置します。

また、中学校においては現在、都内4区市で特別支援教室モデル事業を実施しているため、状況を

注視しながら柔軟に対応できるよう準備を進めていきます。 

＊特別支援教室とは、通常の学級に在籍する、知的発達に遅れのない発達障がいや、情緒障がい

のある児童のための教室です。 
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６ 今後取り組むエリア 

平成２５年の施設更新計画から引き続き取り組むエリア 

引き続き江北・鹿浜・入谷地区の統合に向けた準備と検討を進めます。 

地区 学校名 学級 
学校 

規模 
建築年 今後の方針 

江
北 

江北小 11 小規模 Ｓ41 

両校とも建築後約５０年を経過し施設

更新の検討が必要です。また、平成２５年

度に高野小学校と江北小学校の統合に向

けた実施計画(案)を策定しています。引き

続き、江北エリアデザイン検討地域での建

設なども含め、統合に向けた準備を進めま

す。 

高野小 12 
小規模 

(人数) 
Ｓ37 

鹿
浜 

鹿浜五色桜小 14 適正 Ｓ47 鹿浜五色桜小学校と皿沼小学校を除く

３校は建築後４０年以上を経過します。鹿

浜西小学校の小規模傾向が見られるため、

引き続き検討を進めます。 

鹿浜西小 8 小規模 Ｓ44 

北鹿浜小 12 
小規模 

(人数) 
Ｓ48 

鹿浜第一小 18 適正 Ｓ40 

皿沼小 11 小規模 Ｓ57 

入
谷 

舎人小 15 適正 Ｓ44 
足立入谷小学校で小規模傾向が見られ

ます。また、足立入谷小学校では年少人口

の減少が見られます。 

入谷中学校と入谷南中学校で小規模傾

向が見られます。また、入谷中学校では年

少人口の減少が見られます。 

この地区は、平成３４年以降に生産緑地の

宅地化が進んだ場合、年少人口の増減に影響

を及ぼす可能性もあるため、その動向も注視

しながら検討していきます。 

舎人第一小 16 適正 Ｓ61 

足立入谷小 8 小規模 Ｓ50 

入谷中 5 小規模 Ｓ51 

入谷南中 9 小規模 Ｈ2 

※学級数は、平成２８年度現在 

 

・統合対象校や統合年次は、学校の小規模化や年少人口の増減を踏まえ、検討していきます。 

・江北エリアは、引き続き高野小学校と江北小学校の統合に向けた準備を進めます。平成２５年

度に策定した実施計画（案）と江北エリアデザイン検討地域内との比較検討を行い、統合年次

や統合新校の位置を決定していきます。 
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新たに取り組むエリア 

花畑地区の検討を進めます。 

地区 学校名 学級 
学校 

規模 
建築年 今後の方針 

花
畑 

花畑第一小 12 
小規模 

(人数) 
Ｓ38 

花畑第一小学校は建築後約５０年を経過し施設

更新の検討が必要です。また、花畑西小学校では年

少人口の減少が見られます。今後の動向を注視し

ていきます。 
花畑西小 13 適正 Ｓ45 

桜花小 12 適正 Ｓ47 

花畑中 5 小規模 Ｓ38 
花畑中学校は建築後約５０年を経過し施設更新

の検討が必要です。両校ともに小規模傾向が見ら

れることと、年少人口の減少が見られることから、

検討を進めます。 
花畑北中 6 小規模 Ｓ53 

 ※学級数は、平成２８年度現在 

・花畑第一小学校と花畑中学校の施設更新の検討を行います。 

・小学校の統合対象校や統合年次は、学校の小規模化や年少人口の増減を踏まえ、検討していきます。 

・中学校の小規模化を解消するため、適正規模化の検討を行います。 

※今後取り組むエリアの取り組み年次については、今後の動向をみながら検討を進めます。 

 

 
新たに取り組む

エリア 

引き続き 

取り組む 

エリア 



 

 

 

 

 

足立区立小・中学校の 

適正規模・適正配置の実現に向けて 

 
 

 

～子どもの未来を創る適正規模・適正配置のガイドライン～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成2９年５月 

足立区教育委員会 
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足立区と足立区教育委員会では、この教育大綱の基本理念のもと、次代を担う子ども

たちがたくましく生き抜く力を育み、教育目標を達成するための施策を展開しています。 

教育大綱の実現に向けた取り組みには、２本の柱があります。第一は、「誰もが子ど

もを支える主役」です。地域全体が子どもを支え、育てあげていく学びの循環を促し、

豊かな地域社会を実現します。第二は、「貧困の連鎖を断ち切る教育」です。子どもた

ちが孤立せず、貧困から脱出し、自立して生き抜く力を育む様々な機会を繰り返し提供

していきます。 

そのためには、学校を児童・生徒数に見合った適正な規模にし、教育環境を整備して

いくことが不可欠です。小規模な学校を適正規模にすることは、様々な人と関わり、多

様な経験を積む機会を増やすことにつながり、教育大綱の２本の柱を支える社会性の育

成や人間力の向上に結びつくことになります。 

足立区の総人口は 68万人を超え、平成 27年 9月実施の人口推計における高位推

計によると、平成36年頃には人口のピークを迎えるとされていますが、年少人口（0

歳～14歳）は減少を続けると予測されています。このことからも、適正規模・適正配

置事業の推進は、教育環境を整備する施策の中でも、最も重要であると考えています。 

このたび、平成 21年 5月に策定しました「足立区立小・中学校の適正規模・適正

配置の実現に向けて—これからの25年を考える適正規模・適正配置のガイドライン—」

の見直しを行いました。区立学校の現状を踏まえ、将来人口推計や施設更新の視点から、

新たな適正規模・適正配置の基本的な考え方や施設更新基準を示しております。今後は、

このガイドラインを指針とし、「子どもたちに明るい未来を、成長を実感できる教育を！」

を目指して全力で取り組んでまいります。 

 

 

 

平成2９年５月 

足 立 区 教 育 委 員 会 

 

基本 

理念 

足立区教育大綱 

～夢や希望を信じて生き抜く人づくり～ 



 

第１章 足立区立小・中学校の現状 

１ 適正規模・適正配置に向けたこれまでの取り組み 

足立区教育委員会（以下「教育委員会」という。）は、減少する児童・生徒数の状況を受

けて、昭和61年2月に、東京都足立区立小中学校適正規模及び適正配置審議会（以下「審

議会」という。）に対して、「区立小学校及び中学校の適正規模に関すること」および「区立

小学校及び中学校の適正配置に関すること」を諮問しました。その後、昭和 63 年 2 月、

審議会は教育委員会に対して、「足立区立小・中学校における適正規模ならびに適正配置に

ついて」（以下「昭和62年度の答申」という。）を答申しています。 

この昭和62年度の答申後、教育委員会では、いくつかの計画を策定しながら、小・中学

校の適正規模・適正配置を進めてきました。その中でも、平成 7 年 12 月に策定した「足

立区立小・中学校の適正規模・適正配置計画及び改築計画に関する報告書」（以下「平成7

年度の報告書」という。）は、平成10年度から平成44年度までの3期35年の長期計画

でした。 

前期10年が終了した後の平成21年度には、「足立区立小・中学校の適正規模・適正配

置の実現に向けて－これからの25年を考える適正規模・適正配置のガイドライン－」（以

下「平成21年度のガイドライン」という。）を策定し、今後の適正規模・適正配置事業の

新たな指針を定めています。 

中期17年の中間年度の平成２８年度から今年度にかけて、平成21年度のガイドライン

からの取り組みを振り返り、学校を取り巻く環境に対応するための見直しを行いました。 

なお、昭和62年度には小学校80校、中学校39校の合計119校の学校がありました

が、その後、小・中学校の適正規模・適正配置事業を進めてきた結果、平成28年度現在で

は、小学校69校、中学校36校の合計105校となっています。また、区立学校の児童・

生徒数は、最も多かった昭和54年度と比較すると、児童数は69,033人から31,434人

へ、生徒数は28,836人から14,070人へ減少しています。 
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◆ 「昭和62年度の答申」以降の主な適正規模・適正配置に関する計画および統合等実施校 

年度 区分 計画・報告書の名称および統合等を実施した小・中学校 

昭和62 計画 足立区立小・中学校における適正規模ならびに適正配置について(答申) 

平成元 計画 足立区立小学校適正配置計画 

平成3 統合 千寿本町小学校の開校（千寿第一小学校と千寿旭小学校を統合） 

平成4 統合 千寿桜小学校の開校（千寿第六小学校と千寿第七小学校を統合） 

平成5 計画 足立区立学校の適正規模・適正配置ならびに改築計画について 

平成7 計画 足立区立小・中学校の適正規模・適正配置計画及び改築計画に関する報告書 

平成9 統合 桜花小学校の開校（花畑東小学校と桑袋小学校を統合） 

西保木間小学校の開校（渕江第二小学校と竹の塚北小学校を統合） 

平成12 計画 千住地域の小・中学校の適正配置全体計画－改築・適正配置5ヵ年計画－ 

平成13 統合 足立入谷小学校の開校（入谷小学校と入谷南小学校を統合） 

平成14 統合 千寿小学校の開校（千寿小学校と千寿第二小学校を統合） 

千寿常東小学校の開校（千寿第四小学校と柳原小学校を統合） 

平成15 統合 千寿青葉中学校の開校（第三中学校と第十五中学校を統合） 

平成17 統合 千寿双葉小学校の開校（千寿第三小学校と元宿小学校を統合） 

千寿桜堤中学校の開校（第二中学校と第十六中学校を統合） 

平成21 計画 足立区立小・中学校の適正規模・適正配置の実現に向けて 

－これからの25年を考える適正規模・適正配置のガイドライン－ 

平成22 計画 足立区立本木東小学校の適正規模・適正配置実施計画 

－足立区立小・中学校の適正規模・適正配置実施計画－ 

平成23 計画 足立区立小・中学校の適正規模・適正配置実施計画 

-栗原小学校と亀田小学校の適正規模・適正配置実施計画- 

-第七中学校と第十中学校の適正規模・適正配置実施計画- 

足立区立小・中学校の適正規模・適正配置実施計画 

-千寿第五小学校と五反野小学校の適正規模・適正配置実施計画- 
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年度 区分 計画・報告書の名称および統合等を実施した小・中学校 

平成24 統合 本木小学校の開校（本木小学校と本木東小学校を統合） 

 通学区

域変更 

栗原小学校と亀田小学校の通学区域を変更 

第七中学校と第十中学校の通学区域を変更 

 計画 足立区立小・中学校の施設更新計画 

適正規模・適正配置事業の今後の取り組みエリアと施設更新計画との連動に

関する方針 

平成25 統合 足立小学校の開校（千寿第五小学校と五反野小学校を統合） 

 計画 足立区立小・中学校の適正規模・適正配置実施計画 

-上沼田小学校と鹿浜小学校の適正規模・適正配置実施計画- 

足立区立小・中学校の適正規模・適正配置実施計画 

-鹿浜中学校と第八中学校の適正規模・適正配置実施計画- 

足立区立小・中学校の適正規模・適正配置実施計画 

-高野小学校と江北小学校の適正規模・適正配置実施計画(案)- 

平成26 計画 足立区立小・中学校の適正規模・適正配置実施計画 

-上沼田中学校と江北中学校の適正規模・適正配置実施計画- 

平成27 統合 鹿浜五色桜小学校の開校（上沼田小学校と鹿浜小学校を統合） 

平成28 統合 鹿浜菜の花中学校の開校（鹿浜中学校と第八中学校を統合） 

平成29 統合 江北桜中学校の開校（上沼田中学校と江北中学校を統合） 

予定 統合 新校開校予定（高野小学校と江北小学校を統合） 
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２ 足立区立小・中学校の規模の推移と平成28年度の状況 

平成 7 年度以降のデータによると、適正規模以外の学校は、増減を繰り返しながら、小

学校20～31校、中学校21～29校の範囲で推移しています。 

小学校は、平成14年度以降の千住地域を中心に実施した統合や、平成24年度以降の取

り組みにより小規模校が減少しています。適正規模以外の学校は 69 校中 20 校、全体の

29.0％です。 

中学校は、現在小規模化が顕著です。全体の58.3％にあたる36校中21校が小規模以

下の学校となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊学級数、児童・生徒数の詳細データは、資料 3「平成 28 年度 足立区立小・中学校の

児童・生徒数および学級数一覧」に掲載しています。また、学校規模の基準は、従来の

基準により表示しています。  
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３ 将来の区内人口と児童・生徒数の見込み 

(1) 平成44年（35年計画の最終年）までの人口推移 

足立区の総人口（日本人及び外国人の計）は、平成 36 年の688,161人をピーク

に、その後は平成44年の681,594人まで減少していく見込みです。 

年齢別人口推移のうち、年少人口（0～14歳）は平成28年の82,478人をピーク

に、緩やかに減少し、平成44年には68,719人となる見込みです。 

（平成27年人口推計(高位)より作成。なお、平成28年は4月1日現在の実居住者人口です） 

 

(2) 平成44年の学校規模の見込み 

平成44年度において、6～11歳および12～14歳の通学区域内に住む子ども全員

が通学区域校に入学すると仮定し、学校規模を割り出すと、小規模校が小学校では37

校、中学校では20校にのぼる見込みです。（現在計画されている高野小学校と江北小

学校の統合までを除きます）。 

一方、現在の通学区域内の子どもが足立区立小・中学校以外の学校に通学する割合（以

下「区立校以外通学割合」という。）は、小学校では3.5％、中学校では16.6％です。

地域によってはその割合が30～40％におよぶ地域もあります。この傾向が続いた場

合、平成44年度までの中学校の小規模化は、この見込みよりもさらに上回る可能性が

あります。 

 

＊区立校以外通学割合は、平成28年度児童数と生徒数を、平成28年4月1日付住

民基本台帳上の6歳から11歳と12歳から14歳で除算して求めています。 
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４ 他区との比較 

(1) 足立区と児童・生徒数が同程度の区の状況 

◆ 学校数及び児童・生徒数（平成28年5月1日現在） 

 自治体名 小学校数 児童数 中学校数 生徒数 

 足立区 69 31,159 36 13,798 

1 大田区 59 28,632 28 10,928 

2 世田谷区 63 34,107 29 10,460 

3 練馬区 65 32,186 34 13,748 

4 江戸川区 71 34,646 33 15,926 

＊該当する区のみ表示しています。 

小学校では、世田谷区は足立区より児童数が2,948人多く在籍していますが、学校

数は6校少なくなっています。また、練馬区では、足立区より児童数が1,027人多く

在籍していますが、学校数は4校少なくなっています。 

中学校では、江戸川区は足立区より生徒数が2,128人多く在籍していますが、学校

数は3校少なくなっています。また、練馬区では、足立区と同程度の生徒数ですが、

学校数は2校少なくなっています。 

 

＊各区、学校ごとに通学区域の形状や、幹線道路、河川の有無など条件は異なります。 
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第２章 足立区の適正規模・適正配置のガイドライン 

１ 適正規模・適正配置の基本的な考え方 

(1) 適正規模の考え方 

小・中学校は、「確かな学力の定着と向上」と、多様な「遊び・学び・体験」を通し

て、「豊かな心」と「健やかな体」を育む場所です。子どもたちが、毎日明るく、楽し

く、元気に学び、遊べる環境を整えることは、学校教育の基本のひとつといえます。 

また、多くの友人や教師とふれあいながら育まれる社会性や人間性は、将来社会に巣

立つ子どもたちが必ず身につけなければならない「大切な生きる力」です。義務教育と

いう大切な時期に、適正な児童・生徒数の集団生活の中で、互いに認め合い、助け合い、

競い合いながら成長できる教育環境を整えることが、子どもたちの学力向上と人間力の

育成の両面において大切なことであると考えます。 

一方、小規模な学校や学級の良い面もあります。児童・生徒一人ひとりに教員の目が

行き届き、個に応じた学習指導・生活指導がきめ細かくできることです。これからは、

適正規模化を第一に考えながらも、区独自の非常勤講師や民間教育事業者を活用した少

人数指導や個別指導も併せて取り組んでいきます。 

(2) 適正配置の考え方 

学校を適正な規模にしていくと同時に、小・中学校をバランスよく配置していくこと

が重要です。通学距離が不均衡となることで、子どもたちの通学時間に影響が生じるこ

とはもちろん、著しい長距離の通学によって、交通安全や防犯上の問題が発生します。 

また、小・中学校は地域コミュニティの核となる施設のひとつであり、町会・自治会

をはじめとする地域との連携・協働によって、より一層の教育指導や教育環境の向上が

図られます。災害時の避難所施設となることなども考慮し、地域の特性や近隣の公共施

設の配置状況などを総合的に判断しながら適正配置を進めていきます。 

(3) 地域コミュニティと通学区域 

平成21年度のガイドラインでは、引き続き、統合により学校規模を適正にすること

を優先し、統合または単独の改築・改修にあわせて周辺校の通学区域の変更を検討し、

実施してきました。しかし、現在でも一部の学校では望ましい通学距離を超える通学区

域が存在します。これは、地域と学校が協力して地域コミュニティを形成していること

から、通学距離の基準を著しく超えない限り、許容範囲とします。また通学区域変更は、

既に形成された地域コミュニティを分断する可能性を含んでいるため、地域や学校・保

護者と調整を図る必要があります。  
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２ 適正規模の基準の見直し 

【適正規模の新基準】 

 小学校 中学校 

適正規模 
12～24学級 

（標準児童数340～760人） 

12～24学級 

（標準生徒数370～840人） 

 

 

(1) 適正な学級数「12学級から24学級」 

小学校では、最低限クラス替えができる各学年２学級以上が必要であるため「1学年

2～4 学級の 12～24学級」を適正規模とします。中学校では、同じ地域の小学校 2

校程度から1つの中学校に進学することを想定して「1学年4～8学級の12～24学

級」を適正規模とします。 

なお、学校教育法施行規則では、小・中学校ともに「12学級以上18学級以下」を

標準としています。ただし、「地域の実態その他により特別の事情のあるときは、この

限りでない。」と定められています。また、義務教育諸学校等の施設費の国庫負担等に

関する法律施行令では「5学級以下の学校と12学級～18学級の学校を統合する場合

には24学級までを適正とする」と定めています。このことから「24学級まで」を適

正規模であるとします。 

(2) 適正な人数「小学校340～760人、中学校370～840人」 

現在、足立区の１学級あたりの人数には東京都が定める基準を採用しています。１学

級あたりの人数は、小学 1・2 年生と中学 1 年生が 35 人編成で、それ以外の学年は

40人編成です。この点を踏まえ、１学級あたりの平均人数と適正な学級数、児童・生

徒数を現状に合わせて変更します。 

◆ 足立区の適正規模の考え方 

 小学校 中学校 

平成２８年５月

１日現在の1学

級の平均人数 

29～32人 31～35人 

適正な学級数 12～24学級 

適正な 

児童・生徒数 

29人×12学級＝348≒340人 

32人×24学級＝768≒760人 

31人×12学級＝372≒370人 

35人×24学級＝840人 
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(3) 適正規模以外の考え方 

これまでの取り組みは、6学級以下の過小規模校の解消に重点を置いてきました。 

しかし、学校の適正規模は一つの学校だけの問題ではなく、地域全体の問題として考

える必要があります。また、6学級以下の学校であっても、その地域全体で子どもが増

える可能性があれば、直ちに統合の検討に入るのではなく、その後の推移を見守ってい

くなど、柔軟な対応が必要です。 

以上のことから、今後は過小・過大という表現を改め、適正規模に満たない学校はす

べて小規模校とし、超える学校はすべて大規模校とします。 
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３ 適正配置の基準の見直し 

【適正配置の新基準】 

 小学校 中学校 

通学時間 おおむね30分以内 

通学距離 おおむね1,200ｍ以内が望ましい おおむね1,800ｍ以内が望ましい 

通学区域 

小学校と中学校の通学区域は、交友関係や地域との結びつきなどを考

慮し、できるだけ整合性を持たせ、1中学校あたり2～3の小学校が望

ましい。 

通学区域

の境界 

地域との十分な協力関係のもと、その地域の特性をいかした学校づく

りを進めていくため、原則として従来の13ブロック、町丁目の区域、

町会・自治会の区域をできる限り分断しない配慮が必要である。また通

学区域と青少年対策地区委員会の区域についてはできる限り整合性を

図る必要がある。 

通学路 
特に小学校の場合の安全性を重要視し、主要道路（国道４号線ほか）、

鉄道および河川により通学路が原則として分断しないことが望ましい。 

上記の通学時間、通学距離は個人差や気象条件、道路条件などに左右されます。

そのため、平均的な児童・生徒の歩ける時間と距離として、あくまでも目安ととら

えて運用していきます。 

 

(1) 適正な通学時間の目安「おおむね30分以内」 

これまでは、通学距離、通学区域、通学路について基準を定めてきました。今回の見

直しでは、より具体的な基準とするため、一般的に子どもが通学にかけられる時間を、

目安として新たに定めます。 

そこで、内閣府による子どもの起床時間の調査や、東京都内の学校の通学時間の調査、

足立区の学校の登校時間などを勘案し、通学で使える時間は30分から40分という結

果が得られました。このことから、通学時間は「おおむね30分以内」を一つの目安と

します。 

なお、国においても、通学距離に加えて通学時間を定める動きがあります。中央教育

審議会の作業部会では「距離と時間を併用するということも考えられるのでは」という

意見や、文部科学省が平成27年に定めた手引きでは、「おおむね1時間以内を一応の

目安」と明示しています。  
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(2) 適正な通学距離の目安「小学校は、おおむね1,200m以内、中学校は、おお

むね1,800m以内」 

新たに設けた、通学時間「おおむね30分以内」という基準から、30分で子どもが

歩ける距離を求め、新たな距離の基準とします。 

子どもの歩く速さに関するデータを基にして、その中でも比較的遅く歩いた場合の

速度である、小学生は分速40m、中学生は分速60mを採用します。 

その結果、小学生は「分速 40m で 30 分歩くとおおむね 1,200m 進む」、中学生

は「分速60mで30分歩くとおおむね1,800m進む」ことができます。 

実際の通学路は、学校ごとに道路条件や地形によって状況が異なります。そのため、

通学距離の基準は、自宅から学校までの直線距離で測って設定しています。この基準は、

今後も通学路が著しく長距離にならないための一つの目安として活用していきます。 

なお、基準を定めている他区では、小学校では1kmから1.5km程度、中学校では

1.5km から 2km 程度としており、足立区の基準が著しく長距離ではないことがわか

ります。 
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４ 通学路の安全対策 

子どもたちが安心して学校に通うためには、通学路の安全対策が欠かせません。現在も各

学校では、PTAや地域のみなさまのご協力による声掛けや交通誘導のほか、通学路合同点

検や、防犯カメラの設置などの取り組みが行われています。 

特に通学路合同点検では、各関係機関が一堂に会して現地調査を行っており、通学路全体

の安全対策の基礎となっています。また、平成26年度からは順次、通学路上に防犯カメラ

を設置し、保護者からは「安心感が増した」という声や、町会・自治会からも、犯罪抑止に

大変効果があると評価されています。 

学校の統合が行われると、通学する校舎の変更のため、在学中に通学路が数回変わります。

通学路の変更に伴う子どもたちの不安を出来る限り取り除き、また、保護者の心配を軽減で

きるよう、これまでの取り組みに新たな対策を追加します。 

(1) これまでの安全対策 

① 通学路合同点検の実施 

ア．参加者  PTA、開かれた学校づくり協議会、学校、警察、道路管理者、教育

委員会など。 

イ．実施概要 交差点改良（ガードパイプや歩道、外側線の調整）、歩行者用信号

の横断可能時間の延長、横断歩道の新設や移転、路面表示・グリー

ンベルトの施工、スクールゾーン規制の新設など。 

② ＰＴＡ及び開かれた学校づくり協議会、町会・自治会など地域の方による見守りや、

通学路安全マップの作成 

③ 交通安全教室の実施・青パトによる巡回 

④ 学童擁護員による通学指導 

⑤ 防犯カメラの設置 

ア．設置場所  通学路のうち、犯罪抑止に効果的な場所（公園付近など） 

イ．設置台数  各校５台、平成30年度までに全校に設置 
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(2) 新たな安全対策 

① ＊学童擁護員を増員し、支援を行います。 

ア．配置場所  統合等により新たに設けた通学路のうち、通学路合同点検などで

危険と判断した場所に配置します。 

イ．配置時間  登校時1時間、下校時3時間を上限に必要な時間配置します。 

ウ．配置箇所数 1校につき原則3か所以内とします。 

② ＊スクールガードボランティアの募集を行います。 

ＰＴＡ及び開かれた学校づくり協議会、町会・自治会など地域の方が実施している

見守りについて、スクールガードボランティアとして登録し、物品の貸与やボランティ

ア保険の適用など活動の支援を行います。 

③ ＊小学校登下校システムの設置（メール配信サービス） 

児童の登下校を、保護者に電子メールでお知らせするサービスを、モデル校に導入

します。モデル校での検証を経て、今後の統合校に導入していきます。 

④ ＊防犯カメラを増設します。 

統合に伴い距離が延びる通学路に、通常5台（東京都補助台数）に上乗せして防犯カメ

ラを設置します。 

⑤ ＊交通安全グッズ（反射板等）を配付し、遠くからでも児童を確認できる状況を整

えます。 

⑥ 下校時安全放送の回数を増やし、地域全体で見守る意識を高めます。 

⑦ 登校班の編成を促していきます。 

＊印の取り組みについては、統合校で実施します。 

 

 

  

 学校・ 

児童・生徒 

自ら守る力 

・交通安全教室 

・防犯グッズ 

保護者・地域 

共に見守る力 

・交通誘導旗振り 

・スクールガード 

ボランティア 

・青パト 

教育委員会 

公の支援 

・登下校システム 

・学童擁護員 

・防犯カメラ 

安心して通える学校 
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第３章 施設更新に関する方針 

１ これまでの取り組み 

(1) 平成7年度の報告書の進捗状況 

平成 7 年度の報告書では、学校改築に際しては、築後 50 年を経過しない範囲で行う

ことや、財政的に多大な影響を及ぼすため、改築対象校の前倒しによる平準化を図ってい

ました。 

具体的な年次計画は、昭和 62 年度以降に建設された小・中学校各 2 校を除き、前期

10年が年2校、中期17年が年3校、後期8年が年1～2校とし、小学校58校、中

学校27校を改築する計画となっていました。 

 

① 事業計画の期間や実施した校数等 

◆ 事業期間と改築対象とした学校数 

区分 期間 
改築対象とした学校数 

小学校 中学校 

前期 10年 平成10年度～平成19年度  18校中 12校  11校中 8校 

中期 17年 平成20年度～平成36年度  49校中 38校  19校中 13校 

後期 8年 平成37年度～平成44年度  9校中 8校  7校中 6校 

昭和62年度以降に建設された学校（計画対象外） 2校 2校 

◆ 実施校 

    ・単独改築校 

     小学校：梅島小学校、島根小学校、西新井小学校、新田小学校、加平小学校、伊興小

学校、関原小学校、千寿小学校（予定） 

中学校：第一中学校、新田中学校 

    ・統合に伴う改築校 

小学校：千寿双葉小学校、本木小学校、足立小学校、鹿浜五色桜小学校（予定） 

中学校：千寿桜堤中学校、鹿浜菜の花中学校（予定） 
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２ 施設更新の基本的な考え方 

(1) 学校施設の耐用年数「65年から82年程度」 

① これまでの考え方 

学校改築については、建築後50年を経過しない範囲で実施することを基本的な考

え方とし、50年を経過しない範囲での実施が困難な場合には、保全工事を実施して

安全性を担保するとしていました。施設更新年数の目安を50年とした根拠は、「減

価償却資産の耐用年数等に関する省令（財務省）」です。しかし、この耐用年数は、

税法上の建物の財産価値について、恣意性を排除し画一的に扱うため法令上定めた対

象資産の取得価値を費用配分する期間であり、建物の寿命を示すものではありません

でした。 

② 今後の考え方 

・昭和40年代半ばまでに建設した学校は65年程度とします。 

・平成10年代半ばまでに建設した学校は82年程度とします。 

・新耐震構造基準（昭和56年）に適合した建物及び近年の躯体強度の高い建物に

ついては、コンクリート強度に応じた供用限界期間を参考にします。 

 

今後は、建物のコンクリート耐久設計基準強度から判定される供用限界期間を改築

の目安の新基準とします。具体的な期間は、学校のコンクリート強度により個々に判

定します。この年数は、構造体及び部材の要求性能を示し、設計・施工の目標を明確

にした「構造体の総合的耐久性（日本建築学会）」（耐久設計基準強度（コンクリート

圧縮強度）と耐久性関係を示す）に基づくものです。 

また、供用限界期間は、その年数までに建物保全を行わなかった場合と定義してお

り、期間内に適切に保全工事を実施することにより、さらに寿命を延ばすことができ

るとされています。 

学校の整備は、昭和50年代に入り学齢人口が増加したことに伴い、小・中学校

21校を新設するとともに、既設校についても当初の規模に加えて増築を行ってきた

経過があります。近年、開発により人口が急増した地区の学校では、現在も校舎の増

築を実施しています。このように、順次拡張をした学校には建設年次や使用したコン

クリート強度が異なる複数の校舎が存在します。さらに、大規模改修（リニューアル

工事）は7校で実施しました。 

改築目標年次は、原則として、最初に建設した校舎のコンクリート強度による耐用

期間満了時とします。ただし、大規模改修（リニューアル工事）の実施、改築対象校

の集中等により、耐用年数を超えて学校を使用する場合は、保全工事はもとより、躯

体コンクリートの劣化状態を検査し、安全性を担保し建物の長寿命化を図ります。 

第３章　施設更新に関する方針

-15-



 

一方、躯体の構造強度が確保されてはいても、校舎の状態は、立地や方位、管理・

使用状況等により、必ずしも一律とはいえない側面もあります。そのため、各学校の

建物の経過年数を考慮しつつも、改築経費と個々の学校の機能更新や保全等に係る改

修経費を比較した上で、個別に改築時期の検討を行っていきます。 

 

◆ 構造体の総合的耐久性（日本建築学会） 

計画供用の級 計画供用期間 耐久設計基準強度 供用限界期間 

① 短 期  およそ 30年 18Ｎ／mm2  およそ 65年 

② 標 準  およそ 65年 24Ｎ／mm2  およそ 100年 

③ 長 期  およそ 100年 30Ｎ／mm2  およそ 200年 

④ 超長期  およそ 200年 36Ｎ／mm2 - 

 

◆ 今後の耐用年数の考え方 

耐久設計基準強度 耐用年数 

＊日本建築学会が定めた構造体の総

合的耐久性の4区分に、各区分の中

間数値を追加した7区分とします。 

18Ｎ／mm2  65年 

21Ｎ／mm2  82年 

24Ｎ／mm2  100年 

27Ｎ／mm2  150年 

30Ｎ／mm2  200年 

33Ｎ／mm2 - 

36Ｎ／mm2 - 

＊各学校の建築年次、耐久設計基準強度は、資料4「足立区立小・中学校の建築年次一

覧」に掲載しています。 

(2) 施設更新の実施基準 

① 改築は、原則として「建築年次の古い順」とします。 

② 新耐震構造基準（昭和56年）に適合した小・中学校は、建物強度に応じて長期使

用します。また、統合が伴った場合も、長期使用可能な建物強度を有するため、原則

使用します。さらに、耐用年数に達していない小・中学校についても同様とします。 

③ 改築は、原則「ＲＣ造（鉄筋コンクリート造）」としますが、周辺や立地、敷地の

状況等により「Ｓ造（鉄骨造）」及び「ＳＲＣ造（鉄骨鉄筋コンクリート造）」を適宜

取り入れます。 

＊統合の実施、周辺の公共施設整備や施工時期、社会情勢等に伴い、実施年次の調整や

停止を行う場合があります。 
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(3) 保全工事の実施基準 

① 保全工事は、原則として「改築目標年次まで、10年を超える学校」を対象とします。 

② 保全工事は、施設の長寿命化を目的とする関連工事（内外装・給排水・空調・受変

電設備・小荷物専用昇降機等）を中心に実施します。 

③ 保全工事の内容は、各学校の施設状況に応じて判断します。 

④ 環境の向上を図るため、保全工事のうち、耐用年数満了となる空調設備の入れ替え

及びトイレ改修を進め、新校との平準化に早急に取り組んでいきます。 

(4) 特別支援教室の設置 

発達障がいの児童・生徒への支援について、平成16年12月に公布された発達障害者

支援法第8条において、国及び地方公共団体は、「適切な教育的支援、支援体制の整備そ

の他必要な措置」を講じる責務が規定されました。また、平成19年4月の学校教育法

の一部改正では、従来の「特殊教育」から「特別支援教育」への転換が図られ、特別支援

教育の対象が、知的障がいのない発達障がいの児童・生徒にも拡大され、全ての学校にお

いて特別支援教育を実施するものとなりました。さらに、平成22年11月に策定された

東京都特別支援教育推進計画第三次実施計画において、全ての小・中学校に特別支援教室

を設置する基本的な考えを示しました。 

区では、この計画に基づき、平成28年度から特別支援教室を順次導入し、平成30年

度までに全ての小学校に設置します。また、中学校においては現在、都内4区市で特別

支援教室モデル事業を実施しているため、状況を注視しながら柔軟に対応できるよう準備

を進めていきます。なお、教室整備については、専用スペースを設けて指導を行う場合や

空き教室、図書室、特別支援学級などの既存スペースを活用する場合もあります。各学校

の教室の空き状況や指導児童数に応じて施設の整備に取り組んでいきます。 

 

＊特別支援教室とは、通常の学級に在籍する、知的発達に遅れのない発達障がいや、情緒

障がいのある児童のための教室です。 
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３ 施設更新にかかるコスト試算と計画の連動 

学校の施設更新は、大きな財政負担を伴います。特に、昭和30年代から50年代にか

けて、集中的に建てられた学校の多くが施設更新時期を迎え、その負担も大きくなります。

そのため、平成７年度の報告書では、改築対象校の前倒しによる平準化を図っていました。 

しかし、近年建築コストの急騰や、学校に求められる施設の変化など、社会情勢が大き

く変わってきました。これらに対応するため、施設更新費用の試算を行い、より現状に合

わせた計画的な施設更新を実施していく必要があります。また、今後の維持管理経費が財

政に与える負担を軽減させるためにも、統合による総量縮減も必要となります。 

 

(1) 延べ床面積の見込み 

平成28年度の学校の延べ床面積は698,099㎡です。 

学校数は、小学校69校、中学校36校、合計105校です。 

新築校舎の床面積は、近年改築を行った学校の標準的な面積である、小学校8,000㎡、

中学校12,000㎡で試算します。 

 

① 105校すべて改築した場合 

小学校 69校 × 8,000㎡ ＝ 552,000㎡ 延べ床面積  

中学校 36校 × 12,000㎡ ＝ 432,000㎡ 984,000㎡ 

 

② 統合による学校数の減と改築を組み合わせた場合 

学校数は、第４章で求める「将来の子どもたちに必要な学校数」とします。 

小学校60校、中学校25校で試算します。 

小学校 60校 × 8,000㎡ ＝ 480,000㎡ 延べ床面積  

中学校 25校 × 12,000㎡ ＝ 300,000㎡ 780,000㎡ 
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(2) コスト試算と施設更新計画 

足立区の公共施設の建替え・改修にかかるコスト試算は、平成28年４月に発行した「足

立区施設白書」（以下「平成28年施設白書」という。）で行っています。しかし、平成

28年施設白書で採用した総務省のコスト試算条件の単価と、区の建替え実績による単価

では、現在の建築単価と比較してかい離がみられます。そのため、学校の建築単価を新た

に設定し、さらに年間管理運営費や今後発生が見込まれる保全経費等も含めて試算しまし

た。 

 

① 試算条件 

 ア．平成28年施設白書（抜粋）…… 次ページ②のグラフ 

  ◆ 建築時より30年後に大規模改修を行い、60年間使用して建替えます。 

  ◆ 建替え、大規模改修時の単価設定 

 建替え 大規模改修 

学校教育系 33万円／㎡ 17万円／㎡ 

 イ．新たに設定した単価 …… 次ページ③～⑤のグラフ 

  ◆ 設計基準強度より求めた耐用年数で建替えます（65年、82年）。 

  ◆ 改築には、建設費、解体費、仮設校舎設置費、設計委託費を含みます。 

  ◆ 保全にかかる経費は、年19.5億円で設定し、管理運営費に含みます。 

  ◆ 今後発生する空調設備の入れ替え及びトイレ改修経費は、発生が見込まれる年

の年間管理運営費に加算します。 

  ◆ 改築、年間管理運営費等の単価設定 

 改築 年間管理運営費等 

小学校 48.6億円 94.5億円 

（1校9,000万） 中学校 68.1億円 

＊ 現在は、改築単価が高騰しています。今回のコスト試算では、平成33年度

以降、建設費に0.8を乗じて試算していますが、今後単価変動については、

注視していく必要があります。 
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② 平成28年施設白書「学校教育施設の建替え・改修にかかるコスト試算」 

 

平成28年施設白書より抜粋（一部加工） 

 

③ 供用限界期間が満了した時点で改築する場合 

 

設計基準強度より求めた供用限界期間が満了した時点で改築すると、このようなグ

ラフになります。昭和40年代に建てられた学校の多くは、65年目で改築を迎える

ため、平成40年代に集中しています。この中でも、平成40年度、43年度、44

年度には7校同時に改築時期を迎えます。また、昭和50年代に建てられた学校の多

くは、82年目で改築を迎えるため、平成70年代に集中しています。 
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④ ③の条件に加えて、統合による総量縮減を図った場合  

 
統合による学校数の縮減と、それに伴い改築時期を前倒ししたことにより、平成

40年代に集中していた改築校数が減少しました。また、統合により管理運営費が減

少しました。平成50年度までに20校統合すると想定した場合、平成28年度と比

べて、年18億円の削減効果が見られます。 

⑤ ④の条件を、改築の前倒しによる平準化を図った場合 

 

④で想定したスケジュールを、改築時期を前倒しして平準化すると、このようなグ

ラフになります。平成49年度までは年2校の改築が必要となり、その後は年1校

の改築となります。また、供用限界期間が満了する学校が多く見られる年は、統合を

先送りし、単独改築を優先しています。 
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(3) 適正規模・適正配置事業と施設更新計画の連動 

子どもたちがより良い教育環境で学校生活を送るため、学校改築や保全工事による施設

整備と、適正規模化による環境整備が欠かせません。 

しかし、施設整備には大きな財政負担が伴います。さらに、扶助費の増加等による財政

制約が強まる状況の中、財源確保が困難になっています。 

そのためには、管理運営コストや建築コストを縮減し、そこから生み出される財源を活

用していくことが望まれます。 

① 年間管理運営費と将来負担の減 

管理運営コストを縮減するためには、統合により学校数を適正化し、1校あたりの

年間管理運営費を縮減する必要があります。さらに、将来の維持管理経費や建築コス

トを縮減するため、床面積を減らす必要があります。しかし、現在の学校施設は、習

熟度別少人数指導や中学校における武道の必修化など多様化する教育プログラムに

対応するため、1校あたりの床面積は増加傾向にあります。そのためにも、学校数を

適正化していくことが重要です。 

② ２つの計画の連動 

平成24年度に策定した「足立区立小・中学校の施設更新計画」では、「適正規模・

適正配置事業」と「施設更新計画」を、これまで以上に連動させることで、将来に向

けてより良い教育環境の創造を目指していくとしています。今後も、学校規模の適正

化による総量縮減と、改築時期の前倒しによる平準化により、計画的な施設更新を行

っていきます。 
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第４章 今後の取り組みの方向性 

１ 将来の子どもたちに必要な学校数 

平成 7 年度の報告では、当時の住民基本台帳人口等から算出した結果、小学校 60 校、

中学校29校が改築対象として残る学校数としています。また、平成21年度のガイドライ

ンでは、計画最終年の平成44年の人口推計から、小学校は最大60校、中学校は最大29

校が必要であるとしています。 

今回は、平成28年度の状況を基本に、平成21年度のガイドラインの算出方法に区立校

以外通学割合を加味し、平成44年の将来人口推計（高位）から必要とする学校数を算出し

ます。 

◆ 基本的な考え方 

予測数値をもとに、区の適正規模の基準である 12 学級以上 24 学級以下のうち、「15

学級」と「18学級」の2つの場合で必要校数を試算します。 

また、平成 28 年度現在、東京都では小学 1・2年生と中学 1 年生が 35 人学級、それ

以外の学年は40人学級の編成です。新たなガイドラインは長期的な視野が必要であるため、

現行制度での試算と全学年が35人学級の場合の2パターンの試算をすることとします。 

◆ 算出に用いる基礎数値 

① 平成44年の児童数は27,075人、生徒数は14,017人で推計します。 

② 平成28年度区立校以外通学割合は、小学校3.5％、中学校16.6％です。 

③ 現行制度の1クラスの平均人数は、小学校30.52人、中学校33.65人で計算します。 

④ 35人学級の1クラスの平均人数は、小学校29.12人、中学校31.43人で計算します。 

◆ 基礎数値を基にした学校数の試算 

学校 

数値 

現行制度の場合 35人学級の場合 

小学校 中学校 小学校 中学校 

平成44年の推計人数 27,075人 14,017人 27,075人 14,017人 

区立校以外通学割合控除後 26,127人 11,690人 26,127人 11,690人 

1学級の平均人数 30.52人 33.65人 29.12人 31.43人 

必要な学級数 857クラス 348クラス 898クラス 372クラス 

学級数 15 18 15 18 15 18 15 18 

学校数 58校 48校 24校 20校 60校 50校 25校 21校 

以上の結果から、平成44年に必要となる区立学校数は、小学校が最大で60校・最少で48

校、中学校が最大で25校・最少で20校が必要であると予測されます。 
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２ 学校規模の視点 

(1) 小学校の学校規模の特徴（平成28年5月1日現在） 

 
 

 

入谷・鹿浜・江北エリアに小規模校が点在しています。 

 

6学級以下の学校は統合により学校規模の適正化を図りました。しかし、今後も単学級規

模または単学級以下となる可能性のある学校が足立入谷小学校をはじめとして、特に西部地

域に点在しています。西部地域の小規模傾向を改善するためにも、江北エリアの高野小学校

と江北小学校の統合とともに、入谷エリア・鹿浜エリアの小学校の統合を検討していく必要

があります。 

 

 

＊小学校の学校規模の推移は、資料 8「足立区立小学校の学校規模の推移（平成 25 年度～平成

27年度）」に掲載しています。また、学校規模の判断は、従来の基準により表示しています。 

 

  

【注意】 

この図は現在の通学区域等を
おおまかに表示したものであり、
正確な学校の位置、通学区域の
境界、距離等を示すものではあ
りません。 

 学校規模の判断は、従来の基
準により表示しています。 
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(2) 中学校の学校規模の特徴（平成28年5月1日現在） 

 

 

江北エリアと入谷エリア、花畑エリアと青井エリアに小規模化が見られます。 

鹿浜中学校と第八中学校を統合して、鹿浜菜の花中学校が開校しました。これにより、鹿

浜地域の中学校の適正規模化を図りました。 

一方で、江北・入谷・花畑・青井エリアの小規模化が進んでいます。江北エリアでは平成

29 年 4 月 1 日に、上沼田中学校と江北中学校を統合して、江北桜中学校が開校し、適正

規模化が図られる予定です。入谷エリアでは、入谷中学校が5学級、入谷南中学校が9学

級になっています。花畑エリアでは、花畑中学校が5学級、花畑北中学校が6学級になっ

ています。青井エリアでは青井中学校が 5 学級です。なお、花畑エリアの周辺校の竹の塚

中学校と花保中学校、また青井エリアの周辺校の東島根中学校、栗島中学校にも小規模傾向

が見られます。 

いずれの地域も、複数校で小規模傾向が続いているため、周辺地域を一体的にとらえた対

策が必要です。 

＊中学校の学校規模の推移は、資料 9「足立区立中学校の学校規模の推移（平成 25 年度～平成

27年度）」に掲載しています。また、学校規模の判断は、従来の基準により表示しています。 

【注意】 

この図は現在の通学区域等を
おおまかに表示したものであり、
正確な学校の位置、通学区域の
境界、距離等を示すものではあ
りません。 

 学校規模の判断は、従来の基
準により表示しています。 
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３ 年少人口の視点 

区内には約３３ヘクタールの生産緑地があり、平成３４年以降に順次、指定後３０年を

経過します。これらが短期間に集中して宅地化された場合、エリアによっては小学校及び

中学校の入学前人口の増減に影響を及ぼす可能性があります。また、工業系地域等におい

て大規模な住宅開発があった場合も同様です。こうしたエリアは、年少人口の動向を注視

していきます。 

(1) 小学校の入学前人口（0～5歳）の特徴 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

年少人口の小規模傾向は区内に点在しています。 

平成28年度現在、通学区域内の小学校の入学前人口（0～5歳）が全員通学区域校に入

学すると仮定した場合、学校によって、上図のような傾向がみられます。新田小学校、千寿

小学校、亀田小学校、綾瀬小学校、東渕江小学校など、集合住宅が集中的に建てられた地域

は、大規模傾向になります。一方、区内西部地域や北部地域の学校では、小規模傾向にある

学校が多くみられます。また、その他の地域でも、小規模傾向にある学校が点在しています。 

 

  

【注意】 

この図は現在の通学区域等を
おおまかに表示したものであり、
正確な学校の位置、通学区域の
境界、距離等を示すものではあ
りません。 
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(2) 中学校の入学前人口（0～11歳）の特徴 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

江北・入谷エリア、竹ノ塚・花畑・青井エリアに小規模傾向があります。 

平成28年度現在、通学区域内の中学校の入学前人口（0～11歳）が全員通学区域校に

入学すると仮定した場合、上図のようになります。集合住宅が集中的に建てられた第一中学

校では、大規模傾向にあります。一方、区内西部地域、花畑エリア、青井エリアなどは小規

模傾向にあるため、引き続き人口動態を注視していきます。 

 
 
 
  

【注意】 

この図は現在の通学区域等を
おおまかに表示したものであり、
正確な学校の位置、通学区域の
境界、距離等を示すものではあ
りません。 
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４ 施設更新の視点 

(1) 小学校の建築年次別分布（平成28年度現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ 昭和30年代に建築された小学校 

 

番号 学校名 建築年 

1 興本 昭和37年 

2 高野 

3 千寿常東 昭和38年 

4 綾瀬 

5 東渕江 

6 花畑 

7 花畑第一 

8 西新井第二 昭和39年 

9 宮城 

学校の統合に伴う改築と単独改築で施設更新を進めてきたことにより、昭和30年代に建

築された校舎を有する学校は 9校になり、昭和 40 年代に建築された校舎を有する学校は

37 校になりました。また、コンクリートの耐久設計基準強度が 18N/mm2の学校は 42

校となっています。 

今後も改築対象校が集中することが想定されるので、保全工事による長寿命化と施設更新

を計画的に実施していく必要があります。  

30年代 

9校 

40年代 

37校 

50年代 

9校 

60年以降 

14校 

18N/mm2 

42校 

21N/mm2 

18校 

24N/mm2 

以上 

9校 

◆ 建築年次別(外円)及び耐久設計基準 

強度別(内円)小学校数 

【注意】 

この図は現在の通学区域等をおおまかに

表示したものであり、正確な学校の位置、

通学区域の境界、距離等を示すものではあ

りません。また、改築等で移転を予定してい

る学校は、最終位置で表示しています。 
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 (2) 中学校の建築年次別分布（平成28年度現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ 昭和30年代に建築された中学校 

 

番号 学校名 建築年 

1 江北 昭和36年 

2 千寿青葉 昭和37年 

3 渕江 

4 東綾瀬 昭和38年 

5 花畑 

6 第十四 昭和39年 

＊小・中学校ともに、建築年は最も古い校舎の年度です。 
大規模改修済みの学校は60年以降にカウントしています。 

 

学校の統合に伴う改築と単独改築で施設更新を進めてきたことにより、昭和30年代に建築さ

れた校舎を有する学校は6校になり、昭和40年代に建築された校舎を有する学校は8校にな

りました。また、コンクリートの耐久設計基準強度が18N/mm2の学校は20校となっていま

す。 

小学校と同様、今後も改築対象校が集中することが想定されるので、保全工事による長寿命化

と施設更新を計画的に実施していく必要があります。  

◆ 建築年次別(外円)及び耐久設計基準 

強度別(内円)中学校数 

18N/mm2 

20校 

21N/mm2 

14校 

30年代 

6校 

40年代 

8校 

50年代 

11校 

60年以降 

11校 

24N/mm2以上 

2校 

【注意】 

この図は現在の通学区域等をおおまかに

表示したものであり、正確な学校の位置、

通学区域の境界、距離等を示すものではあ

りません。また、改築等で移転を予定してい

る学校は、最終位置で表示しています。 
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５ 今後取り組むエリア 

(1) 平成２５年の施設更新計画から引き続き取り組むエリア 

引き続き江北・鹿浜・入谷地区の統合に向けた準備と検討を進めます。 

地区 学校名 学級 
学校 

規模 
建築年 今後の方針 

江
北 

江北小 11 小規模 Ｓ41 

両校とも建築後約５０年を経過し施設

更新の検討が必要です。また、平成２５年

度に高野小学校と江北小学校の統合に向

けた実施計画(案)を策定しています。引き

続き、江北エリアデザイン検討地域での建

設なども含め、統合に向けた準備を進めま

す。 

高野小 12 
小規模 

(人数) 
Ｓ37 

鹿
浜 

鹿浜五色桜小 14 適正 Ｓ47 鹿浜五色桜小学校と皿沼小学校を除く

３校は建築後４０年以上を経過します。鹿

浜西小学校の小規模傾向が見られるため、

引き続き検討を進めます。 

鹿浜西小 8 小規模 Ｓ44 

北鹿浜小 12 
小規模 

(人数) 
Ｓ48 

鹿浜第一小 18 適正 Ｓ40 

皿沼小 11 小規模 Ｓ57 

入
谷 

舎人小 15 適正 Ｓ44 
足立入谷小学校で小規模傾向が見られ

ます。また、足立入谷小学校では年少人口

の減少が見られます。 

入谷中学校と入谷南中学校で小規模傾

向が見られます。また、入谷中学校では年

少人口の減少が見られます。 

この地区は、平成３４年以降に生産緑地の

宅地化が進んだ場合、年少人口の増減に影響

を及ぼす可能性もあるため、その動向も注視

しながら検討していきます。 

舎人第一小 16 適正 Ｓ61 

足立入谷小 8 小規模 Ｓ50 

入谷中 5 小規模 Ｓ51 

入谷南中 9 小規模 Ｈ2 

 ※学級数は、平成２８年度現在 

 

・統合対象校や統合年次は、学校の小規模化や年少人口の増減を踏まえ、検討していきます。 

・江北エリアは、引き続き高野小学校と江北小学校の統合に向けた準備を進めます。平成

２５年度に策定した実施計画（案）と江北エリアデザイン検討地域内との比較検討を行

い、統合年次や統合新校の位置を決定していきます。 
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(2) 新たに取り組むエリア 

花畑地区の検討を進めます。 

地区 学校名 学級 
学校 

規模 
建築年 今後の方針 

花
畑 

花畑第一小 12 
小規模 

(人数) 
Ｓ38 

花畑第一小学校は建築後約５０年を経過

し施設更新の検討が必要です。また、花畑

西小学校では年少人口の減少が見られま

す。今後の動向を注視していきます。 
花畑西小 13 適正 Ｓ45 

桜花小 12 適正 Ｓ47 

花畑中 5 小規模 Ｓ38 
花畑中学校は建築後約５０年を経過し施

設更新の検討が必要です。両校ともに小規

模傾向が見られることと、年少人口の減少

が見られることから、検討を進めます。 
花畑北中 6 小規模 Ｓ53 

  ※学級数は、平成２８年度現在 

 

・花畑第一小学校と花畑中学校の施設更新の検討を行います。 

・小学校の統合対象校や統合年次は、学校の小規模化や年少人口の増減を踏まえ、検討して

いきます。 

・中学校の小規模化を解消するため、適正規模化の検討を行います。 

※(1)及び(2)の取り組み年次については、今後の動向をみながら検討を進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

新たに取り組む

エリア 

引き続き 

取り組む 

エリア 
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資料１　平成２８年度足立区立小学校通学区域図
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資料２　平成２８年度足立区立中学校通学区域図
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資料３　平成28年度 足立区立小・中学校の児童・生徒数および学級数一覧

【小学校別】 平成２８年５月１日現在

番 児　　童　　数 学　　級　　数

号 小学校名 １年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年 合計 １年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年 合計

1 千寿第八 94 98 85 94 67 67505 3 3 3 3 2 2 16

2 西 新 井 96 104 90 83 82 71 526 3 3 3 3 3 2 17

3 西新井第一 57 80 66 80 67 77427 2 3 2 2 2 2 13

4 西新井第二 58 62 65 62 62 69378 2 2 2 2 2 2 12

5 西 伊 興 77 84 60 61 64 52 398 3 3 2 2 2 2 14

6 興  　本 74 77 75 73 67 66 432 3 3 2 2 2 2 14

7 本　  木 82 70 93 74 67 83 469 3 2 3 2 2 3 15

8 寺  　地 58 54 45 54 43 41 295 2 2 2 2 2 1 11

9 関　  原 67 63 64 67 56 60 377 2 2 2 2 2 2 12

10 江　  北 36 51 43 40 45 42 257 2 2 2 1 2 2 11

11 高　  野 61 48 50 58 45 58 320 2 2 2 2 2 2 12

12 扇 44 55 42 50 39 50 280 2 2 2 2 1 2 11

13 鹿浜第一 100 96 116 102 89 112 615 3 3 3 3 3 3 18

14 北 鹿 浜 54 48 51 62 47 60 322 2 2 2 2 2 2 12

15 鹿 浜 西 33 29 34 36 48 43 223 1 1 1 1 2 2 8

16 新　  田 227 246 209 224 175 170 1251 7 8 6 6 5 5 37

17 宮　  城 94 85 63 82 65 67 456 3 3 2 3 2 2 15

18 舎　  人 100 79 101 66 69 62 477 3 3 3 2 2 2 15

19 梅　  島 101 102 131 105 93 103 635 3 3 4 3 3 3 19

20 梅島第一 43 48 37 36 54 43261 2 2 1 1 2 2 10

21 梅島第二 60 58 53 50 47 50318 2 2 2 2 2 2 12

22 島　  根 91 81 90 91 91 101 545 3 3 3 3 3 3 18

23 亀　  田 135 125 130 103 79 48 620 4 4 4 3 2 2 19

24 栗　  原 64 61 61 62 83 82 413 2 2 2 2 3 3 14

25 栗　  島 70 88 65 61 61 80 425 2 3 2 2 2 2 13

26 加　  平 98 86 100 68 49 37 438 3 3 3 2 2 1 14

27 東 栗 原 64 65 70 73 86 76 434 2 2 2 2 3 2 13

28 弥    生 76 91 96 88 96 106 553 3 3 3 3 3 3 18

29 弘　  道 46 44 51 61 47 56 305 2 2 2 2 2 2 12

30 弘道第一 58 57 57 66 64 50352 2 2 2 2 2 2 12

31 青　  井 65 50 59 58 50 57 339 2 2 2 2 2 2 12

32 綾　  瀬 130 134 120 157 129 131 801 4 4 3 4 4 4 23

33 東 加 平 96 82 97 91 74 90 530 3 3 3 3 2 3 17

34 東 渕 江 120 113 136 131 119 119 738 4 4 4 4 3 3 22

35 中  　川 85 95 93 92 81 92 538 3 3 3 3 3 3 18

36 中 川 北 85 84 89 98 78 88 522 3 3 3 3 2 3 17

37 北 三 谷 68 90 52 57 67 86 420 2 3 2 2 2 3 14
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番 児　　童　　数 学　　級　　数

号 小学校名 １年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年 合計 １年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年 合計

38 大 谷 田 54 43 37 49 38 43 264 2 2 1 2 1 2 10

39 長　  門 43 54 58 69 56 56 336 2 2 2 2 2 2 12

40 花　  畑 61 54 61 68 59 75 378 2 2 2 2 2 2 12

41 花畑第一 55 57 52 55 57 62 338 2 2 2 2 2 2 12

42 花 畑 西 60 70 92 68 65 67 422 2 2 3 2 2 2 13

43 花  　保 100 89 84 89 93 75 530 3 3 3 3 3 2 17

44 渕  　江 73 75 68 66 82 92 456 3 3 2 2 3 3 16

45 渕江第一 88 113 93 119 95 115 623 3 4 3 3 3 3 19

46 保 木 間 50 66 68 66 65 69 384 2 2 2 2 2 2 12

47 竹 の 塚 54 55 60 53 56 66 344 2 2 2 2 2 2 12

48 伊  　興 92 87 101 97 103109 589 3 3 3 3 3 3 18

49 東 伊 興 83 104102 91 92 100 572 3 3 3 3 3 3 18

50 中 島 根 79 87 77 79 83 83 488 3 3 2 2 3 3 16

51 古 千 谷 103 99 90 100 86 104 582 3 3 3 3 3 3 18

52 東 綾 瀬 78 89 83 54 62 64 430 3 3 3 2 2 2 15

53 栗 原 北 89 79 86 82 80 102 518 3 3 3 3 2 3 17

54 平　  野 73 67 67 61 76 79 423 3 2 2 2 2 2 13

55 辰　  沼 76 81 89 74 67 64 451 3 3 3 2 2 2 15

56 六　  木 85 76 86 85 81 81 494 3 3 3 3 3 3 18

57 中 川 東 56 49 55 51 56 55 322 2 2 2 2 2 2 12

58 皿  　沼 52 48 61 38 52 51 302 2 2 2 1 2 2 11

59 舎人第一 86 83 85 82 76 74 486 3 3 3 3 2 2 16

60 千寿本町 67 68 66 65 84 69 419 2 2 2 2 3 2 13

61 千 寿 桜 80 73 48 69 60 67 397 3 3 2 2 2 2 14

62 桜　  花 66 70 60 64 62 48 370 2 2 2 2 2 2 12

63 西保木間 32 48 39 46 55 56 276 1 2 1 2 2 2 10

64 足立入谷 17 37 21 31 41 33 180 1 2 1 1 2 1 8

65 千　　寿 104100 87 71 72 91 525 3 3 3 2 2 3 16

66 千寿常東 103104 88 83 98 84 560 3 3 3 3 3 3 18

67 千寿双葉 94 71 68 78 56 78 445 3 3 2 2 2 2 14

68 足　　立 119 99 87 86 119115 625 4 3 3 3 3 3 19

69鹿浜五色桜 67 58 70 93 63 84 435 2 2 2 3 2 3 14

合　計 5,3065,3365,2285,1984,9355,15631,1591801841691631611631,020
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【中学校別】 平成２８年５月１日現在

番 生　　徒　　数 学　　級　　数

号 中学校名 １年 ２年 ３年 合計 １年 ２年 ３年 複式 合計

1 第　一 59 74119 252 2 2 3 7

2 第　四 194 203 195 592 6 6 517

3 第　五 96 99 97292 3 3 3 9

4 第　六 71 110 84 265 3 3 3 9

5 第　七 121 129 130 380 4 4 412

6 第　九 179 186 199 564 6 5 516

7 第　十 162 167 165 494 5 5 515

8 第十一 231 211 219 661 7 6 619

9 第十二 130 131 154 415 4 4 412

10 第十三 194 183 198 575 6 5 516

11 第十四 270 273 270 813 8 7 722

12 江　南 45 28 40113 2 1 1 4

13 新　田 134 93 97 324 4 3 3 10

14 江　北 66 58 73197 2 2 2 6

15 鹿浜菜の花 169 162 141 472 5 5 414

16 東島根 99 86 98283 3 3 3 9

17 渕　江 202 235 235 672 6 6 618

18 竹の塚 85 78 83246 3 2 3 8

19 東綾瀬 189 168 188 545 6 5 516

20 青　井 44 31 65140 2 1 2 5

21 花　畑 70 33 44147 2 1 2 5

22 蒲　原 194 173 197 564 6 5 516

23 西新井 209 198 195 602 6 5 516

24 入　谷 53 31 65149 2 1 2 5

25 上沼田 9 29 58 96 1 1 2 4

26 伊　興 156 191 201 548 5 5 616

27 花畑北 59 69 54182 2 2 2 6

28 花　保 59 71101 231 2 2 3 7

29 谷　中 160 167 163 490 5 5 515

30 栗　島 65 82 89236 2 3 3 8

31 扇 92 93 99 284 3 3 3 9

32 加　賀 70 77 96243 2 2 3 7

33 入谷南 98 115 87 300 3 3 3 9

34 六  月 190 191 179 560 6 5 516

35 千寿青葉 108 132 122 362 4 4 412

36 千寿桜堤 170 167 172 509 5 5 515

小　計 4,502 4,524 4,772 13,798 143 130 137410

四中夜間（一　般） 1 2 30 33 1 1 1 3

四中夜間（日本語） 0 18 32 50 3 3

合  計 4,503 4,544 4,834 13,881 144 131 138 3 416
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【特別支援学級】

■小学校 平成２８年５月１日現在

児　　童　　数

１年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年 合計

固定級 知的 1 千寿常東 1 4 2 1 1 2 11 2

2 本　  木 2 1 3 2 4 4 16 2

3 関　  原 1 3 3 2 3 12 2

4 高　  野 4 7 4 3 2 20 3

5 鹿浜第一 2 2 2 4 3 4 17 3

6 新　　田 2 3 2 1 1 9 2

7 梅島第二 4 1 3 5 2 15 2

8 東 渕 江 4 4 4 2 1 5 20 3

9 花　  畑 1 1 2 3 7 1

10 渕  　江 1 4 8 2 4 19 3

11 青　  井 2 1 3 5 5 16 2

12 古 千 谷 1 4 2 2 7 3 19 3

13 平　  野 3 2 7 2 4 3 21 3

14 六　  木 5 2 1 6 5 4 23 3

15 千 寿 桜 1 1 1 4 7 1

16 宮　  城 1 2 1 1 5 1

17 桜　  花 1 1 1 1 3 7 1

18 西 伊 興 4 5 1 3 2 6 21 3

19 足　　立 1 3 3 1 2 10 2

35 46 51 43 40 60 275 42

通級 弱視 1 足　　立 1 3 1 2 1 8 1

1 3 1 2 1 8 1

難聴 2 弥    生 3 1 3 2 1 1 11 1

3 中 川 東

4 千寿本町 1 1 3 2 7 1

4 1 4 5 1 3 18 2

言語 5 弥    生 7 16 2 10 5 6 46 3

6 中 川 東 3 10 5 1 1 5 25 2

7 千寿本町 2 9 7 3 5 26 2

12 35 14 14 11 11 97 7

情緒 8 辰　  沼 3 4 5 6 7 8 33 4

9 保 木 間 7 11 17 7 12 5 59 6

10鹿浜五色桜 5 5 8 10 13 10 51 6

15 20 30 23 32 23 143 16

32 59 49 44 45 37 266 26

情緒 23 43 50 44 54 45 259 23

23 43 50 44 54 45 259 23

23 43 50 44 54 45 259 23

■中学校 平成２８年５月１日現在
生　　徒　　数

合計

固定級 知的 1 第 一 21 3

2 第 六 20 3

3 第 七 32 4

4 鹿浜菜の花 17 3

5 第 十 三 32 4

6 東 綾 瀬 23 3

7 伊 興 21 3

8 栗 島 23 3

189 26

通級 情緒 1 第 十 59 6

2 花 保 51 6

110 12

5

小計

訪問　合計

8 8

番号 学校名区分

8

9

13 6 13

休学級

１年 ２年 ３年

10

5

17 17 25

4 9

7

8 7 8

19

28 38 44

61 65 63

11

4

4

小計

21

6 12

11 13

障がい
種別

6

固定級　合計

区分
障がい
種別

番号 学校名 学級数

学級数

通級　合計

固定級　合計

小計

小計

小計

通級　合計

特別支
援教室

２３校

5
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資料4　足立区立小・中学校の建築年次一覧

*

*平成２８年度現在

【小学校】

番号 学校名 開校年月日 建築年
敷地面積
(㎡)

延床面積
(㎡)

設計基
準強度

(N/㎜2)

改築目標
年次

1 興本小学校 昭和37年4月1日 昭和37年 13,3445,76618 平成39年

2 高野小学校 昭和38年4月1日 昭和37年 12,9646,10618 平成39年

3 千寿常東小学校 平成14年4月1日 昭和38年 9,5636,56818 平成40年

4 綾瀬小学校 昭和37年4月1日 昭和38年 11,3966,55618 平成40年

5 東渕江小学校 明治44年8月1日 昭和38年 9,1346,66718 平成40年

6 花畑小学校 明治33年11月28日昭和38年 10,8676,04318 平成40年

7 花畑第一小学校 昭和40年4月1日 昭和38年 10,4806,15518 平成40年

8 西新井第二小学校 昭和39年9月1日 昭和39年 9,9535,61118 平成41年

9 宮城小学校 昭和22年4月1日 昭和39年 8,4966,26418 平成41年

10 鹿浜第一小学校 昭和41年4月1日 昭和40年 12,6366,02218 平成42年

11 梅島第一小学校 昭和8年4月11日 昭和40年 6,9195,58318 平成42年

12 亀田小学校 昭和31年4月1日 昭和40年 11,7445,37318 平成42年

13 弘道第一小学校 昭和40年9月1日 昭和40年 11,0565,97518 平成42年

14 長門小学校 昭和39年4月1日 昭和40年 9,3294,31518 平成42年

15 千寿第八小学校 昭和13年4月1日 昭和41年 9,4396,53218 平成43年

16 西新井第一小学校 昭和27年4月1日 昭和41年 10,9046,19118 平成43年

17 江北小学校 明治7年11月1日 昭和41年 8,1155,67518 平成43年

18 弥生小学校 昭和28年4月1日 昭和41年 12,8656,63518 平成43年

19 大谷田小学校 昭和25年5月1日 昭和41年 10,5994,72618 平成43年

20 渕江小学校 明治34年5月1日 昭和41年 9,7296,35118 平成43年

21 梅島第二小学校 昭和19年6月1日 昭和42年 8,1985,39718 平成44年

22 栗原小学校 昭和17年7月1日 昭和42年 6,1054,54218 平成44年

23 栗島小学校 昭和29年4月1日 昭和42年 9,4055,33018 平成44年

24 弘道小学校 明治11年5月28日昭和42年 10,7345,70918 平成44年

25 渕江第一小学校 昭和42年4月1日 昭和42年 12,9896,19718 平成44年

26 寺地小学校 昭和15年9月16日昭和43年 9,6376,22918 平成45年

27 北三谷小学校 昭和30年2月1日 昭和43年 7,9165,78218 平成45年

28 竹の塚小学校 昭和43年4月1日 昭和43年 11,5936,22118 平成45年

29 千寿小学校 平成14年4月1日 昭和44年 7,6814,74718 平成46年

30 鹿浜西小学校 昭和44年4月1日 昭和44年 10,1534,22618 平成46年

31 舎人小学校 明治26年1月28日昭和44年 10,6856,37618 平成46年

32 東加平小学校 昭和44年4月1日 昭和44年 10,1105,59318 平成46年

H26全体保全

全体保全予定

H27全体保全

統合予定

H25全体保全

全体保全予定

H27全体保全

H28全体保全

H26全体保全

設計基準強度は、建物の構造計算で基準とする圧縮強度で、実際に使用した構造体のコンクリートと
は異なる場合があります。東京都建築工事標準仕様書が平成23年に改正されるまで、設計基準強度

に3N/mm2割り増したコンクリートの使用が規程されていました。そのため、それ以前の建物は設
計基準強度より高強度のコンクリートで施工されています。

備考

統合予定

改築中

H24全体保全

H27全体保全

H27全体保全
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番号 学校名 開校年月日 建築年
敷地面積
(㎡)

延床面積
(㎡)

設計基
準強度

(N/㎜2)

改築目標
年次

33 西保木間小学校 平成9年4月1日 昭和44年 9,945 5,569 18 平成46年

34 扇小学校 昭和45年4月1日 昭和45年 8,059 5,027 18 平成47年

35 東栗原小学校 昭和45年4月1日 昭和45年 10,963 5,723 18 平成47年

36 花畑西小学校 昭和46年4月1日 昭和45年 10,537 6,412 18 平成47年

37 東伊興小学校 昭和46年4月1日 昭和46年 10,350 5,877 21 平成65年

38 西伊興小学校 昭和47年4月1日 昭和47年 11,383 5,428 18 平成49年

39 鹿浜五色桜小学校 平成27年4月1日 昭和47年 9,042 6,195 21 平成66年

40 中川北小学校 昭和47年4月1日 昭和47年 11,445 6,376 18 平成49年

41 桜花小学校 平成9年4月1日 昭和47年 11,826 5,936 18 平成49年

42 花保小学校 昭和48年4月1日 昭和47年 9,718 5,639 18 平成49年

43 北鹿浜小学校 昭和48年4月1日 昭和48年 10,275 5,698 18 平成50年

44 青井小学校 昭和48年4月2日 昭和48年 9,114 4,660 21 平成67年

45 保木間小学校 昭和34年9月1日 昭和48年 13,277 6,277 18 平成50年

46 中島根小学校 昭和49年4月1日 昭和49年 11,522 4,935 21 平成68年

47 足立入谷小学校 平成13年4月1日 昭和50年 10,665 5,668 21 平成69年

48 古千谷小学校 昭和51年4月1日 昭和51年 9,198 5,048 21 平成70年

49 東綾瀬小学校 昭和51年4月1日 昭和51年 7,073 4,881 21 平成70年

50 栗原北小学校 昭和52年4月1日 昭和52年 9,426 5,820 21 平成71年

51 平野小学校 昭和52年4月1日 昭和52年 8,384 6,068 21 平成71年

52 辰沼小学校 昭和53年4月1日 昭和53年 14,807 6,093 21 平成72年

53 六木小学校 昭和54年4月1日 昭和54年 11,581 6,063 21 平成73年

54 中川東小学校 昭和55年4月1日 昭和55年 13,787 7,669 21 平成74年

55 皿沼小学校 昭和57年4月1日 昭和57年 12,735 6,095 21 平成76年

56 舎人第一小学校 昭和61年4月1日 昭和61年 9,471 8,969 21 平成80年

57 千寿本町小学校 平成3年4月1日 平成5年 6,252 8,889 21 平成87年

58 千寿桜小学校 平成4年4月1日 平成6年 8,175 8,987 21 平成88年

59 梅島小学校 明治22年10月26日 平成12年 10,366 7,934 27 平成94年

60 島根小学校 昭和36年10月1日 平成14年 9,240 7,732 24 平成96年

61 千寿双葉小学校 平成17年4月1日 平成19年 7,949 7,551 21 平成101年

62 新田小学校 昭和23年4月1日 平成22年 16,000 12,340 30 平成102年

63 中川小学校 昭和37年4月1日 昭和37年 12,861 4,778 21 平成56年

64 西新井小学校 昭和4年4月1日 平成23年 9,023 7,867 30 平成105年

65 本木小学校 明治10年3月10日 平成26年 6,527 7,962 36 平成108年

66 加平小学校 昭和40年4月1日 平成26年 10,762 8,136 36 平成108年

67 足立小学校 平成25年4月1日 平成27年 8,693 10,075 36 平成109年

68 関原小学校 昭和7年4月1日 平成28年 7,209 7,650 27 平成110年

69 伊興小学校 明治9年10月16日 平成28年 10,890 8,261 30 平成110年

H22大規模改修

H24全体保全

改築中

備考
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【中学校】

番号 学校名 開校年月日 建築年
敷地面積
(㎡)

延床面積
(㎡)

設計基
準強度

(N/㎜2)

改築目標
年次

1 江北中学校 昭和38年4月1日 昭和36年 12,184 7,188 18 平成38年

2 千寿青葉中学校 平成15年4月1日 昭和37年 10,390 6,281 18 平成39年

3 渕江中学校 昭和35年4月1日 昭和37年 12,814 8,692 18 平成39年

4 東綾瀬中学校 昭和39年4月1日 昭和38年 12,658 7,912 18 平成40年

5 花畑中学校 昭和41年4月1日 昭和38年 14,122 6,769 18 平成40年

6 第十四中学校 昭和22年4月1日 昭和39年 14,828 8,092 18 平成41年

7 鹿浜菜の花中学校 平成28年4月1日 昭和41年 11,647 6,988 18 平成43年

8 第十三中学校 昭和22年4月1日 昭和42年 11,840 8,111 18 平成44年

9 江南中学校 昭和28年4月1日 昭和42年 9,243 5,458 18 平成44年

10 第五中学校 昭和22年4月1日 昭和43年 11,803 7,294 18 平成45年

11 竹の塚中学校 昭和45年4月1日 昭和45年 11,120 7,383 18 平成47年

12 第六中学校 昭和22年4月19日 昭和47年 10,609 7,152 18 平成49年

13 蒲原中学校 昭和32年4月1日 昭和47年 15,133 7,576 18 平成49年

14 青井中学校 昭和48年4月1日 昭和48年 15,701 5,532 18 平成50年

15 西新井中学校 昭和50年4月1日 昭和50年 10,830 7,367 21 平成69年

16 入谷中学校 昭和51年4月1日 昭和51年 14,686 6,388 21 平成70年

17 上沼田中学校 昭和52年4月1日 昭和52年 7,666 4,476 21 平成71年

18 伊興中学校 昭和53年4月1日 昭和53年 13,640 6,939 21 平成72年

19 花畑北中学校 昭和53年4月1日 昭和53年 13,223 7,387 21 平成72年

20 谷中中学校 昭和54年4月1日 昭和54年 13,195 6,957 21 平成73年

21 花保中学校 昭和54年4月1日 昭和54年 12,451 7,403 21 平成73年

22 第十一中学校 昭和22年4月1日 昭和55年 13,227 7,817 21 平成74年

23 栗島中学校 昭和56年4月1日 昭和56年 11,859 6,759 21 平成75年

24 扇中学校 昭和57年4月1日 昭和57年 15,852 5,614 21 平成76年

25 加賀中学校 昭和59年4月1日 昭和59年 11,459 8,098 21 平成78年

26 六月中学校 昭和62年4月1日 昭和62年 16,084 8,433 21 平成81年

27 入谷南中学校 昭和61年4月1日 平成2年 14,249 7,373 21 平成84年

28 第一中学校 昭和22年4月1日 平成17年 9,270 7,853 21 平成99年

29 千寿桜堤中学校 平成17年4月1日 平成17年 7,756 8,120 27 平成99年

30 第四中学校 昭和22年4月1日 昭和36年 13,863 7,407 18 平成55年

31 第七中学校 昭和22年4月1日 昭和39年 10,955 6,158 18 平成58年

32 第九中学校 昭和22年4月1日 昭和36年 13,970 6,884 18 平成55年

33 新田中学校 昭和34年9月1日 平成22年 16,000 12,340 30 平成104年

34 第十中学校 昭和22年4月19日 昭和37年 11,212 7,812 18 平成56年

35 第十二中学校 昭和22年4月1日 昭和35年 13,835 7,066 18 平成54年

36 東島根中学校 昭和35年9月1日 昭和34年 12,387 7,269 18 平成53年

H25全体保全

統合予定

H25大規模改修

H25大規模改修

H25大規模改修

H22大規模改修

H22大規模改修

H22大規模改修

H24全体保全

H28全体保全

H28全体保全

改築中

統合予定

備考
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◆ 建築年次別学校数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊各学校が保有する最も古い校舎の建築年次で集計しています。 

 大規模改修済みの学校は昭和60年以降にカウントしています。 

 

◆ 耐久設計基準強度別学校数 
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資料５　平成28年度 足立区立小学校基礎データ

学校名 ページ 学校名 ページ

1 青井小学校 44 37 千寿本町小学校 62

2 足立小学校 44 38 竹の塚小学校 62

3 足立入谷小学校 45 39 辰沼小学校 63

4 綾瀬小学校 45 40 寺地小学校 63

5 伊興小学校 46 41 舎人小学校 64

6 梅島小学校 46 42 舎人第一小学校 64

7 梅島第一小学校 47 43 中川小学校 65

8 梅島第二小学校 47 44 中川北小学校 65

9 桜花小学校 48 45 中川東小学校 66

10 扇小学校 48 46 中島根小学校 66

11 大谷田小学校 49 47 長門小学校 67

12 興本小学校 49 48 西新井小学校 67

13 加平小学校 50 49 西新井第一小学校 68

14 亀田小学校 50 50 西新井第二小学校 68

15 北三谷小学校 51 51 西伊興小学校 69

16 北鹿浜小学校 51 52 西保木間小学校 69

17 栗島小学校 52 53 花畑小学校 70

18 栗原小学校 52 54 花畑第一小学校 70

19 栗原北小学校 53 55 花畑西小学校 71

20 弘道小学校 53 56 花保小学校 71

21 弘道第一小学校 54 57 東綾瀬小学校 72

22 江北小学校 54 58 東伊興小学校 72

23 高野小学校 55 59 東加平小学校 73

24 古千谷小学校 55 60 東栗原小学校 73

25 皿沼小学校 56 61 東渕江小学校 74

26 鹿浜五色桜小学校 56 62 平野小学校 74

27 鹿浜第一小学校 57 63 渕江小学校 75

28 鹿浜西小学校 57 64 渕江第一小学校 75

29 島根小学校 58 65 保木間小学校 76

30 新田小学校 58 66 宮城小学校 76

31 関原小学校 59 67 六木小学校 77

32 千寿小学校 59 68 本木小学校 77

33 千寿桜小学校 60 69 弥生小学校 78

34 千寿常東小学校 60

35 千寿第八小学校 61

36 千寿双葉小学校 61
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資料６　平成28年度 足立区立中学校基礎データ

学校名 ページ

1 青井中学校 80

2 伊興中学校 80

3 入谷中学校 81

4 入谷南中学校 81

5 扇中学校 82

6 加賀中学校 82

7 蒲原中学校 83

8 上沼田中学校 83

9 栗島中学校 84

10 江南中学校 84

11 江北中学校 85

12 鹿浜菜の花中学校 85

13 新田中学校 86

14 千寿青葉中学校 86

15 千寿桜堤中学校 87

16 第一中学校 87

17 第四中学校 88

18 第五中学校 88

19 第六中学校 89

20 第七中学校 89

21 第九中学校 90

22 第十中学校 90

23 第十一中学校 91

24 第十二中学校 91

25 第十三中学校 92

26 第十四中学校 92

27 竹の塚中学校 93

28 西新井中学校 93

29 花畑中学校 94

30 花畑北中学校 94

31 花保中学校 95

32 東綾瀬中学校 95

33 東島根中学校 96

34 渕江中学校 96

35 谷中中学校 97

36 六月中学校 97
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　　資料７　昭和54年度以降の区内人口および児童・生徒数等の推移

◆昭和５４年度以降の児童・生徒数等の推移

区内人口
児童数 生徒数 合計(a) 小学校 中学校 合計 (b)

54 69,033 28,836 97,869 15.6% 76 34 110 628,213
55 67,590 29,713 97,303 15.5% 77 34 111 626,781
56 65,430 30,493 95,923 15.3% 77 35 112 626,250
57 62,457 31,566 94,023 15.0% 79 36 115 627,276
58 58,814 31,234 90,048 14.3% 79 36 115 628,148
59 55,004 30,832 85,836 13.7% 79 37 116 628,653
60 50,824 30,853 81,677 13.0% 79 37 116 628,923
61 47,383 30,094 77,477 12.3% 80 38 118 630,556
62 44,306 28,558 72,864 11.5% 80 39 119 632,922
63 41,972 26,077 68,049 10.7% 80 39 119 636,661
1 40,315 23,548 63,863 10.0% 80 39 119 641,224
2 38,518 21,568 60,086 9.4% 80 39 119 642,347
3 37,364 20,022 57,386 8.9% 79 39 118 642,177
4 36,436 18,820 55,256 8.6% 78 39 117 644,827
5 35,520 17,447 52,967 8.2% 78 39 117 646,395
6 34,714 16,549 51,263 8.0% 78 39 117 644,005
7 33,992 16,006 49,998 7.8% 78 39 117 640,005
8 33,381 15,592 48,973 7.7% 78 39 117 638,099
9 32,711 15,361 48,072 7.6% 76 39 115 636,427
10 32,459 15,005 47,464 7.5% 76 39 115 636,035
11 32,190 14,668 46,858 7.4% 76 39 115 636,041
12 32,293 14,331 46,624 7.3% 76 39 115 636,370
13 32,441 14,288 46,729 7.3% 75 39 114 638,157
14 32,536 14,127 46,663 7.3% 73 39 112 640,387
15 32,769 14,037 46,806 7.3% 73 38 111 642,460
16 32,846 13,932 46,778 7.3% 73 38 111 643,909
17 32,989 13,970 46,959 7.3% 72 37 109 645,678
18 32,919 14,120 47,039 7.3% 72 37 109 645,770
19 32,602 14,366 46,968 7.3% 72 37 109 646,461
20 32,633 14,386 47,019 7.2% 72 37 109 653,323
21 32,550 14,347 46,897 7.1% 72 37 109 658,302
22 32,343 14,169 46,512 7.0% 72 37 109 665,179
23 31,902 14,298 46,200 6.9% 72 37 109 667,891
24 31,462 14,393 45,855 6.9% 71 37 108 668,730
25 31,264 14,425 45,689 6.8% 70 37 107 669,143
26 31,145 14,477 45,622 6.8% 70 37 107 670,385
27 31,322 14,307 45,629 6.8% 69 37 106 674,111
28 31,434 14,070 45,504 6.7% 69 36 105 678,623

[数値の基準日]
・児童・生徒数は、各年５月１日現在の数値です。
・児童・生徒数には、特別支援学級（固定）の人数が含まれます。
・生徒数には、第四中学校（夜間）の人数が含まれます。
・区内人口は、各年１月１日現在の数値です。
・区内人口には、外国人登録人数を含みます。
・人口比は、小数点以下第二位を四捨五入しています。

児童・生徒数 学校数
年

人口比
(a)/(b)
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◆昭和５４年度以降の児童・生徒の総数と区内人口の推移

◆昭和５４年度以降の学校数の推移
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資料8 足立区立小学校の学校規模の推移（平成25～27年度） 

 

平成25年度（平成25年５月１日現在） 

千寿第五小学校と五反野小学校を

統合し、足立小学校が開校しました。 

平成２５年１月に決定した施設更

新計画を基に、小規模傾向がみられる

「江北・鹿浜エリア」の適正化に取り

組みました。 

また、入谷エリアでも小規模化がみ

られます。 

 

 

 

平成26年度（平成26年 5月 1日現在） 

花畑エリアの小規模傾向が改善を

みせはじめました。一方、江北エリア

は江北小学校が１１学級以下になる

など、小規模傾向が顕著となりました。

また、２５年度は９学級規模であった

足立入谷小学校が7学級規模となり、

入谷エリアの小規模傾向も強まって

います。 

なお、新田小学校は、大規模開発に

より児童数が増加しました。 

 

平成 27年度（平成27年 5月 1日現在） 

上沼田小学校と鹿浜小学校を統合

し、鹿浜五色桜小学校が開校しまし

た。一方、同じ鹿浜エリアにある鹿

浜西小学校は、25年度には11学級

規模でしたが、８学級となり、年々

学級数が減ってきています。 

 

 

 

 

 

 

＊凡例   過小規模     小規模 

      大規模      過大規模 
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資料9 足立区立中学校の学校規模の推移（平成25～27年度） 

 

平成25年度（平成25年５月１日現在） 

平成２５年１月に決定した施設更新

計画を基に、小規模傾向がみられる「江

北・鹿浜エリア」の適正化に取り組み

ました。 

また、入谷・花畑・青井エリアでも

小規模化がみられます。 

 

 

 

 

 

平成 26年度（平成26年５月１日現在） 

「江北・鹿浜・入谷エリア」の小規

模傾向に変わりはなく、鹿浜中学校は

前年度よりも学級数が少ない６学級規

模となりました。小規模化が進んでい

ます。 

 また、青井中学校と花畑中学校でも

小規模化が進んでいます。 

 

 

 

 

平成27年度（平成27年５月１日現在） 

江北中学校が６学級規模となり、小

規模化がみられます。また、入谷中学

校と青井中学校が５学級規模になりま

した。さらに、花畑中学校と江南中学

校が４学級規模となり、クラス替えの

できない学年が発生しています。入

谷・青井・花畑エリアの小規模化も顕

著となっています。 

 

 
＊凡例   過小規模     小規模 

      大規模      過大規模 
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資料10　足立区立小・中学校の適正規模・適正配置のガイドライン 
（平成21年策定）【概要版】
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資料10　足立区立小・中学校の適正規模・適正配置のガイドライン 
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足立区立小・中学校の適正規模・適正配置の実現に向けて 

～子どもの未来を創る適正規模・適正配置のガイドライン～ 
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